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障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ２．障害者の相談支援等）～

２．障害者の相談支援等について

（１） 現状・課題

○相談支援は、障害者等が希望する暮らしを送るために重要であり、障害者自立支援法により法定化され、以降も基幹相談支援センター
及び地域相談支援、自立生活援助の創設や計画相談支援の対象の全利用者への拡大、自立支援協議会の法定化等を行っており、利
用者数、事業所数、相談支援専門員数とも増加傾向にある。

○一方で、相談支援専門員について、その人員の不足や更なる資質の向上を求める声があるほか、地域生活の支援を推進するために
は各相談支援事業のなお一層の充実強化を求める声がある。

市町村が行う市町村障害者相談支援事 業は、必須事業として全ての自治体で実施されているが、その内容や規模は多様であり、地域
による特性や差がみられる。

基幹相談支援センターの設置は増加傾向にあるものの、設置市町村は半数程度【令和３年４月時点：約 50 ％】にとどまっているほ

か、設置済みの場合であっても地域の中核的な役割を担う機関としての機能が充分果たせていないセンターが存在する。未設置自治体
においては、人材育成や支援者をサポートするための取組が地域内で実施されていないことがある。

○自立支援協議会はほぼ全ての市町村及び全ての都道府県に設置されて いるが、具体的な課題を検討する部会の設置状況や開催頻
度等は様々であり、形骸化を指摘する声がある。
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障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ２．障害者の相談支援等）～

（２） 今後の取組

（分かりやすくアクセスしやすい相談支援体制）

○障害福祉分野の相談支援は複数の事業により展開されていることから、地域の相談支援体制全体の中で、自治体、市町村障害者相談
支援事業、基幹相談支援センター、地域生活支援拠点等、（自立支援）協議会、計画相談支援、障害児相談支援、地域相談支援等の
各主体が果たす役割・機能を整理し、地域の相談支援体制構築の手引きを作成する等により普及すべきである。

その際には、社会福祉法に基づく重層的支援体制整備事業が実施される市町村が今後増えることを視野に入れた手引きを作成するほ
か、他法他施策による相談支援等との連携強化を図るための方策を検討する必要がある。

また、市町村は住民にとってわかりやすく、アクセスしやすい相談の入口を設けることが重要である。そのためには、市町村や相談支援
事業所等がどのような相談もまずは受け止めると同時に、自らが担当することが適当でない場合には、適切な機関等に丁寧につなぐため
の地域の相談支援体制の構築が求められる。

住民がどこに相談してよいかわからない場合は市町村又は基幹相談支援センターが担うことを基本とすることを改めて明確化し、周知す
べきである。

○相談支援体制について、制度が複雑で分かりにくいため分かりやすい相談支援の制度の在り方について統廃合も視野に検討すべきと
の意見や、就労面も含めた生活全般をコーディネートする相談窓口の整備を検討すべきとの意見があったところであり、限られた人材を
効果的に活用する観点も含め、相談支援の制度の在り方について中長期的に検討する必要がある。
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障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ２．障害者の相談支援等）～

（相談支援専門員やピアサポーターの業務の在り方等）

○障害者等の地域生活の実現や継続のために必要な相談支援専門員が行う業務の在り方については、令和３年度障害福祉サービス等
報酬改定の影響等も踏まえつつ、障害者のケアマネジメントを担う役割を基盤とし、利用者の心身や家族を含む環境の状況により多様な
支援が発生しうることを踏まえ、業務の範囲や仕組み、安定的な運営について、引き続き検討すべきである。（※）

また、ピアサポーターについては、利用者と同じ目線に立って相談・助言等を行うことにより、本人の自立に向けた意欲の向上や地域生
活を続ける上での不安の解消、人生における環境の変化の場面などにおける支援の効果が高いと考えられることを踏まえ、主として相談
系サービスに対して、令和３年度報酬改定においてピアサポートの専門性を評価する加算が創設された。本加算は、ピアサポートの質を
確保する観点から、都道府県又は指定都市が実施する障害者ピアサポート研修事業を修了したピアサポーターを配置する指定相談支
援事業所等を評価する加算として創設されたところであり、都道府県・指定都市における本研修の実施を促進していく必要がある。

ピアサポートには、他の専門職にはない専門性があり、当事者であることにより安心感が醸成されることや利用者にとってのロールモデ
ルとなり得ること、自己肯定感の向上につながること等が指摘されており、施行後の運用状況等も把握の上、こうした専門性を評価する対
象サービスの在り方について検討すべきである。（※）

○特に、本人の希望する暮らしの実現に向けては、前提として意思形成や意思表明に対する支援を本人及び障害福祉サービス事業所
の管理者やサービス管理責任者等の関係者によるチームにより丁寧に行う必要がある。

これまで、国において「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン（平成29年３月）」を策定し、自治体や事業者に周

知するとともに、令和２年度にサービス管理責任者や相談支援専門員の専門コース別研修として意思決定支援のカリキュラムを創設す
るなどの取組を行ってきたところであるが、相談支援における丁寧な意思決定支援を行うための業務体制の整備や人材養成の取組を更
に促進する方策を検討すべきである。（※）

○また、家族同士の相互支援については、当事者としての実体験に基づく情報交換や相談であり、家族支援の重要な取組である。身体障
害や知的障害の分野では、当事者や家族等が相談を担う身体・知的障害者相談員の制度が設けられているが、精神障害の分野では
同様の制度がないため自治体の理解が十分ではないとの意見があることを踏まえ、家族支援の重要性について理解を広げていく必要が
ある。

53注：本報告書中、（※）が付されている部分は、障害福祉サービス等報酬の改定時において省令、告示等による対応が想定されるもの。



障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ２．障害者の相談支援等）～

（基幹相談支援センターの更なる設置促進）

○地域の相談支援の中核となる機関である基幹相談支援センターについて、相談支援の質の向上等のため、国による一層の自治体への
設置の促進に向けた働きかけや助言等とともに、必要な財源の確保について検討しつつ、障害者総合支援法における市町村による設置
（複数による共同設置を含む。）についての努力義務化なども含め、必要な措置を講ずるべきである。

あわせて、主任相談支援専門員をはじめ基幹相談支援センターを担う人材の養成について、ベースとなる国家資格等との関係を含め
検討し、推進していく必要がある。

また、全国の基幹相談支援センターの一覧についてホームページに掲載する等により周知する必要がある。

○市町村による設置促進や複数市町村が共同設置する際の都道府県による支援が促進されるよう、障害福祉計画に係る国の基本指針
において基幹相談支援センターの設置等の相談支援体制整備に係る都道府県の市町村支援についての役割を明記することや、都道府
県に相談支援のアドバイザーを配置する都道府県相談支援体制整備事業（都道府県地域生活支援事業）における都道府県が行う市町
村支援の具体的な取組を改めて明確化する等の方策を検討する必要がある。その際、人口10万人未満の規模の市町村等においても、

基幹相談支援センターの設置が促進されるよう、広域自治体である都道府県の取り組むべき内容を具体的に示す必要がある。
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障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ２．障害者の相談支援等）～

（基幹相談支援センターが果たすべき役割等）

○基幹相談支援センターが地域における相談支援の中核的な役割を確実に果たすため、特に実施すべき業務内容を地域の相談支援体
制強化の取組（特に管内相談支援事業所の後方支援やスーパーバイズ等による支援者支援、支援内容の検証）及び地域づくりと整理し
た上で、障害者総合支援法において、基幹相談支援センターが実施する業務として明確化すべきである。

基幹相談支援センターについては、市町村障害者相談支援事業に係る交付税措置に加えて基幹相談支援センター等機能強化事業

の補助対象となっているが、特に実施すべき業務内容を地域の相談支援体制強化の取組及び地域づくりと整理することを踏まえ、その実
効的な実施に資するよう、基幹相談支援センター等機能強化事業の見直しを含め地域における相談支援の中核的な役割を果たすため
の方策について検討する必要がある。

○また、広域或いは他地域、他分野の機関等が相談支援との連携を図ろうとする場合の窓口が不明確であるとの声があることから、その
ような場合の窓口については基幹相談支援センターが担うことを基本とすることを改めて明確化し、周知する必要がある。

○基幹相談支援センターが地域における相談支援の中核的な役割としての業務を十分に果たすことができるようにするため、人口規模等
も踏まえた設置の在り方、また、人員体制の在り方等について調査研究等を実施する等により必要な対応策を検討する必要がある。
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障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ２．障害者の相談支援等）～

（「地域づくり」に向けた協議会の機能の強化と活性化）

○協議会については、障害者総合支援法に基づき、地域の関係者が集まり、地域における障害者等の支援体制に関する課題を共有し、
関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた体制の整備について協議を行い、障害者等の支援体制の整備を図る
ことを目的として設置する機関であり、地域の障害者等の支援体制を整備する重要な役割を担っている。

協議会が期待される役割を果たすためには、協議会において、個別の事例を通じて明らかになった障害者や家族、地域の課題を関

係者が共有し、その課題を踏まえて地域の障害福祉サービス等をはじめとしたサービス基盤の開発・改善の取組を着実に進めていく必要
がある。その際、地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制を整備する観点を踏まえつつ、取組を進めていくことが重要であ る。

○このような状況を踏まえ、協議会において、住民の個別の課題（の分析）から地域の課題を抽出し、解決を図る機能を促進するため、障
害者総合支援法において、関係機関等の協力を求めることができる旨改めて制度上明確化するとともに、守秘義務規定を設けるべきで
ある。

また、その際には、重層的支援体制整備事業や当該事業を構成する他法他施策との連動性を十分考慮する必要がある。

○協議会への関係機関等の協力にあっては、個別の課題を幅広く把握する立場にある個別支援を担当している相談支援事業所（計画
相談支援、障害児相談支援、市町村障害者相談支援事業等）の参画を得ることが極めて重要であり、これらの事業者の協議会への参
画を更に促進するための方策を検討すべきである。

○協議会について、現状を把握するとともに、形骸化している場合の要因分析や好事例の収集等を行い、協議会の下に設置する専門部
会の在り方を含め効果的な設置・運営、評価、周知の方法、障害者の生活や医療、住宅などに関係する各種会議との効果的な連携及び
構成する関係者の負担軽減策、都道府県協議会と市町村協議会の連携等を検討する調査研究を実施した上で、その成果を活用し、協
議会の設置・運営主体である市町村や都道府県が主導して官民協働による支援体制の整備が推進されるよう、必要な方策を検討する必
要がある。

また、協議会について、障害当事者や家族（身体・知的障害者相談員を含む。）の参加が重要であることについて、改めて周知する必要
がある。
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相談⽀援の流れ（イメージ）

相
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モ
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ア
セ
ス
メ
ン
ト

各種支援（サービス）等利⽤
（地域にある様々な福祉サービス等を調整や他の専門機関等へのつなぎを⾏います）

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

市町村

⾃治体や相談支援事業所はどこ
でも、相談をまずは受け⽌め、
丁寧に話を聞き、相談の内容を

整理します。
他機関等による支援が適切であ
る場合には、その機関に丁寧に

つなぎます。

継続した相談支援

計画相談以外であっても相談支援専門員は原則としてケアマネジメントの技法を⽤いて支援を⾏います。

委託

どこに相談してよいかわから
ない場合は、市町村か基幹相
談支援センターにまずは相談

します。

相談は本⼈のみならず、家族・親
族や地域住⺠、関係機関等からの

相談も受け付けます。

基幹

地域との関わり

日中活動就労・就労支援

住居

相談窓口（受付）

居宅介護 余暇

例

医療
教育

委託

障害福祉サービス等を利⽤しない場合

市町村障害者相談支援事業

市町村

①ケアマネジメントを提供することを基本としながら、その過程で（並⾏して）、
②面談や同⾏等をしながら、不安の解消や本⼈が前向きになったり、主体的に取り組む⽅向に向けた働きかけ等を⾏うこ

と、本⼈の希望する暮らしのイメージを具体化するための取組等を⾏います。（エンパワメント・意思決定支援）
③利⽤者が希望する⽇常⽣活を継続するために必要な支援を直接⾏うこともあります。

このように支援を通じて、本人の希望する暮らしのイメージ形成や実現に伴走します。

計画相談

指定特定相談支援
指定障害児相談支援

障害福祉サービス等を利⽤する場合

サ
ー
ビ
ス
利
用
等 定期的な状況等の確認、

プランの検証・⾒直し等
このプロセスを
繰り返します
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現行の相談支援体制の概略

58

相談支援事業名等 配置メンバー 業務内容
実施状況等

（相談支援事業実態調査）

基幹相談支援センター 定めなし

《地活要綱例示》
主任相談支援専門員
相談支援専門員

社会福祉士

精神保健福祉士

保健師 等

⚫ 総合的・専門的な相談の実施

（基幹相談支援センター機能強化事業）

⚫ 地域の相談支援体制強化の取組
・地域の相談事業者への専門的な助言等
・人材育成
・地域の相談機関との連携強化

・事例の検証

⚫ 地域移行・地域定着の促進の取組

■ 1,741市町村中
687市町村(H31.4) 39％

778市町村 (R2.4) 45％
873市町村 (R3.4) 50％

※箇所数は1,100ヶ所(R3.4)

※権利擁護・虐待防止(虐待防止センターの受託)

障害者相談支援事業 定めなし ⚫ 福祉サービスの利用援助（情報提供、 ■全部又は一部を委託
1,576市町村（91%）

■単独市町村で実施
1,042市町村（60%）

※R3.4時点
※全市町村が実施

(地域生活支援事業必須事業)

実施主体：市町村

相談等）
⚫ 社会資源を活用するための支援（各

→指定特定相談支援事業者、
指定一般相談支援事業者への
委託可

種支援施策に関する助言・指導）
⚫ 社会生活力を高めるための支援
⚫ ピアカウンセリング

⚫ 権利擁護のために必要な援助
⚫ 専門機関の紹介 等

指定特定相談支援事業所 専従の相談支援専門員 ⚫ 基本相談支援
⚫ 計画相談支援等

・サービス利用支援、

・継続サービス利用支援
※機能強化型報酬を算定する場合は24時間対応及
び困難事例への対応等を行う場合あり

■ 10,202ヶ所(H31.4) 22,453人
指定障害児相談支援事業所 （業務に支障なければ 10,563ヶ所 (R2.4) 23,729人

兼務可）、管理者 11,050ヶ所 (R3.4) 25,067人

※障害者相談支援事業受託事業所数
2,157ヶ所(20%)

指定一般相談支援事業所 専従の指定地域移行支
援従事者(兼務可）、う
ち１以上は相談支援専
門員、管理者

⚫ 基本相談支援
⚫ 地域相談支援等

・地域移行支援

・地域定着支援

■ 3,377ヶ所(H31.4) 
3,551ヶ所 (R2.4)

3,543ヶ所 (R3.4)



現行の基幹相談支援センターの役割のイメー
ジ

主任相談支援専門員、相談支援専門員、
社会福祉士、精神保健福祉士、

保健師等

総合相談・専門相談

地域移行・地域定着権利擁護・虐待防止

・成年後見制度利用支援事業

・虐待防止
※ 市町村障害者虐待防止センター（通報受理、

相談等）を兼ねることができる。

障害の種別や各種ニーズに対応する

・ 総合的な相談支援（３障害対応）の実施

・ 専門的な相談支援の実施

・入所施設や精神科病院への働きかけ

・地域の体制整備に係るコーディネート

運営委託等

相談支援
事業者

相談支援
事業者

相談支援
事業者

基幹相談支援センターは、地域の相談支援の拠点として総合的な相談業務（身体障害・知的障害・精神障害）
及び成年後見制度利用支援事業を実施し、地域の実情に応じて以下の業務を行う。

※  平 成 ２４年度予算において、地域生活支援事業費補助金により、基幹相談支援センターの機能強化を図るための、①専門的職員の配置、②地域移行・地域定
着の取組、③地域の相談支援体制の強化の取組に係る事業費について、国庫補助対象とした。

また、社会福祉施設等施設整備費補助金等により、施設整備費について国庫補助対象とした。

基幹相談支援センター

【令和３年４月時点設置市町村数：873】（一部共同設置）

児童発達
支援センター

（相談支援事業者）

協 議 会

専門的職員の配置

地域の相談支援体制の強化の取組

・相談支援事業者への専門的指導、助言

・相談支援事業者の人材育成

・相談機関との連携強化の取組
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基幹相談支援センターの設置状況について
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（ ⾃⽴⽀援） 協議会の概要

経緯

• ⾃⽴支援協議会は、地域の関係者が集まり、地域における課題を共有し、その課題を踏まえて、地域のサービス

基盤の整備を進めていくこと及び関係機関等の連携の緊密化を図る役割を担うべく整備がすすめられてきた。

• その役割が重要であるにも関わらず法律上の位置付けが不明確であったため、障害者⾃⽴支援法等の⼀部改正に

より、平成２４年４⽉から、⾃⽴支援協議会について、設置の促進や運営の活性化を図るため、法定化された。

• 平成25年4⽉の障害者総合支援法の施⾏により、⾃⽴支援協議会の名称について地域の実情に応じて定められるよ

う弾⼒化するとともに、当事者及びその家族の参画が明確化された。

概要

• （⾃⽴支援）協議会の設置は、地⽅公共団体（共同設置可）の努⼒義務規定。（法８９条の３第１項）

• 都道府県及び市町村は、障害福祉計画を定め、⼜は変更しようとする場合、あらかじめ、（⾃⽴支援）協議会の

意⾒を聴くよう努めなければならないとされている。（法８８条第９項、８９条第７項）

• 設置状況（R3.4⽉時点） 市町村: 1,687⾃治体(設置率96.9％) ※協議会数: 1,201箇所

都道府県: 47⾃治体(設置率100.0％)

※構成メンバーについては、設置地⽅公共団体の地域の実情に応じて選定されるべきものである。

（想定される例） ※都道府県協議会については市町村も参画

相談支援事業者、障害福祉サービス事業者、保健所、保健・医療関係者、教育・雇⽤関係機関、企業、不動産関係事業者、障害

者関係団体、障害者等及びその家族、学識経験者、⺠⽣委員、地域住⺠ 等
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市町村協議会の主な機能

（⾃⽴支援）協議会は、地域の関係者が集まり、個別の相談支援の事例を通じて明らかになった本⼈・家族・地域

の課題を共有し、その課題を踏まえて地域のサービス基盤の整備を着実に進めていく役割を担っている。

子
ど
も
支
援
部
会

権
利
擁
護
部
会

人
材
養
成
部
会

地
域
移
行
部
会

就
労
支
援
部
会

相
談
支
援
事
業

連
絡
会
議

事
務
局
会
議

専門部会（設置例）

協議会の構成イメージ例

（⾃⽴支援）協議会

参
画

本⼈（家族） 医療

近隣住⺠ 地域保健

相談支援

事務局機能

市町村協議会の主な機能

・地域における障害者等への支援体制に関する課題の共有

・地域における相談支援体制の整備状況や課題、ニーズ等の
把握

・地域における関係機関の連携強化、社会資源の開発・改善
等に向けた協議

・地域における相談支援従事者の質の向上を図るための取組

・個別事例への支援のあり⽅に関する協議、調整

・ 地域における課題等について都道府県協議会への必要に
応じた報告

・市町村から障害者相談支援事業の委託を受ける事業者が作
成する事業運営等の評価

・基幹相談支援センターの設置⽅法や専門的職員の配置に関
する協議、事業実績の検証

・障害者虐待の未然の防⽌、早期発⾒・早期対応に向けた体
制構築に関する協議

・市町村障害福祉計画の進捗状況の把握や必要に応じた助⾔

・専門部会等の設置、運営 等

「障害者の⽇常⽣活及び社会⽣活を総合的に支援するための法律第⼋十九条の三第⼀項に

規定する協議会の設置運営について」（平成25年3⽉28⽇ 障発0328-8）

事例
の
告
報
等

個別支援会議
サービス担当者会議

⾏政機関
就労支援

機関

企業

個別の支援でのネットワーク
（以下の図は成⼈期の例）

福祉サービ

ス事業者

⾃宅・職場・地域等
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障害者の就労支援について



障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ３．障害者の就労支援）～

３．障害者の就労支援について

（１） 現状・課題
○障害者の就労支援は、雇用施策と福祉施策がそれぞれの政策体系や政策目的を持ちつつ、連携も図りながら進めてきており、就労系障
害福祉サービスから民間企業等への就職が増加するとともに【令和２年：約1.9万人】、民間企業等における雇用者数【令和３年６月 １日
時点：約59.8万人】も着実に増加している。

○就労系障害福祉サービスの利用を希望する障害者の就労能力や適性を客観的に評価し、それを本人の就労に関する選択や具体的な
支援内容に活用する手法等が確立されていないため、障害者の就労能力や一般就労の可能性について、障害者本人や障害者を支援す
る者が十分に把握できておらず、適切なサービス等に繋げられていない場合があるのではないかという指摘がある。

○就労系障害福祉サービスについては、企業等で雇用されることを目指す者や、直ちに企業等で雇用されることが難しい者に対して、知識
や能力の向上のための訓練等を実施するという趣旨・目的から、原則、一般就労中の利用は想定していない。一方、障害者の多様な就
労ニーズを踏まえ、一般就労への移行の促進や雇用の継続を図るためには、一般就労中企業における支援と就労系障害福祉サービス
事業所による支援の連携を強化する必要がある。

○障害者の就労支援に携わる人材について、雇用・福祉分野の基礎的な知識やスキルが不十分である、実践的な研修の機会が限られて
いる、専門人材の質・量ともに不足しているといった状況がある。また、一般就労への移行の促進や関係機関の機能・役割を踏まえた地
域における一般就労後の定着支援の円滑な実施のためには、雇用・福祉施策それぞれの分野における地域の支援機関の連携を強化
する必要がある。
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障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ３．障害者の就労支援）～

（２） 今後の取組
（就労を希望する障害者への就労アセスメントの手法を活用した支援の制度化）

＜基本的な考え方＞
○ 就労を希望する障害者が、本人の強みや課題、職場における合理的配慮に関する事項等を整理する機会を得ることで、

・ 就労アセスメントの結果を踏まえて、就労先や働き方をより適切に検討・選択できる
・ 就労開始後は、本人の特性を踏まえた就労支援が受けやすくなり、その結果、知識や能力の発揮・向上につながる

・ 就労開始後の就労ニーズや能力等の変化を客観的に知るため、就労アセスメントの機会を設けることにより、就労先や働き方につ
いて改めて検討・選択ができる

ことを目指すべきである。

○具体的には、就労アセスメントの手法を活用して整理した情報に係る書面の作成・提供、関係機関（ハローワーク等の雇用支援機関、
計画相談支援事業所、教育や医療などの関係機関等）との意見交換等を行うことにより、障害者本人が一般就労や就労系障害福祉サ
ービス事業所などを自ら選択することや、就労開始後の配慮事項の整理等を通じて本人の能力や適性、地域社会や地域の事業所の状
況に合った選択ができることを目指して、必要な支援を行う新たなサービス（就労選択支援（仮称））を創設すべきである。

○このため、就労選択支援（仮称）による「就労アセスメント」は、単に対象者の就労能力や適性を評価するだけのものではなく、本人と協
同して、ニーズや強み、職業上の課題等を明らかにし、就労するに当たって必要な支援や配慮を整理することを含むものとして実施すべ
きである。

○また、市町村が就労系障害福祉サービスの支給要否決定を行う際の勘案事項の１つとして、就労アセスメントの手法を活用して整理した
情報に係る書面を新たに位置付けることを検討すべきである。

○就労選択支援（仮称）の創設にあたっては、人材の質及び量の確保を着実に行う必要があるため、実施までに十分な準備期間を確保す
べきである。また、必要性が高い者の利用を促進するにあたっては、就労選択支援（仮称）の支援体制の整備状況を踏まえつつ、段階的
な実施を検討すべきである。
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障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ３．障害者の就労支援）～

＜就労選択支援（仮称）の対象者＞

○就労系障害福祉サービスを利用する意向のある（就労系障害福祉サービスを利用しており、支給決定の更新の意向がある場合を含む
。）障害者を対象とし、年齢や障害種別等にかかわりなく、就労アセスメントの手法を活用した支援を希望する障害者が利用できることとす
べきである。

○その上で、以下の者については、就労先や働き方を選択するに当たって就労選択支援（仮称）の利用の必要性が高いと考えられること
から、就労選択支援（仮称）を就労開始時に利用することについて、支援体制の整備の状況を踏まえつつ、以下の順で段階的な促進を検
討すべきである。
① 新たに就労継続支援Ｂ型を利用する意向の者
② 新たに就労継続支援Ａ型を利用する意向の者及び標準利用期間を超えて就労移行支援を更新する意向の者

○ また、就労開始前に就労選択支援（仮称）を利用することを原則としつつ、制度の円滑な実施を図る観点から、

・ 新たにＢ型を利用する意向の者については、現行の取組を参考に就労経験のない者を中心に就労選択支援（仮称）の利用を促進す
ること

・ 新たにＡ型を利用する意向の者については、一定の例外的な場合（例えば、Ａ型利用開始後も一般就労に向けた就職活動を継続す
る場合）にはＡ型の利用開始後の一定期間のうち（例：半年や１年以内など）に就労アセスメントの手法を活用した支援を利用すること
も可能とすること

・ 特別支援学校の生徒について、卒業後の円滑な就労の開始に支障が生じないよう、在学中に就労選択支援（仮称）を利用すること
を基本とした上で、現行の取組を参考に、特別支援学校による進路指導等において把握・整理される情報の活用や実施場所等につい
て地域の状況に応じた対応も可能とすること

・ 同様のアセスメントが実施されている場合、重複しない範囲で支援すること

・ 本人の事情（障害特性や病状等）その他の合理的な事情（経済的に困窮しており早期の就労収入の確保が必要等）により、就労選
択支援（仮称）の利用に困難を伴う場合を考慮すること

について検討すべきである。
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障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ３．障害者の就労支援）～

＜就労選択支援（仮称）の内容について＞
○ 就労選択支援（仮称）について、利用者が就労先や働き方をより適切に検討・選択できるよう支援する観点から、

・ 就労に関する本人のニーズを相談等により把握するとともに、実際の作業場面等を活用し、相談場面等では把握しにくい、就労に
必要な能力の整理を行うこと

・ 必要な情報の整理がスムーズに行えるよう、必要な視点が網羅された項目立てに沿って整理が進められるツールを活用することや
、一般就労に向けた課題に留まらず、強みや合理的配慮を踏まえた状況なども含めて、本人と協同して状況を整理すること

・ 支援の質と中立性の確保を図るため、地域の関係機関とケース会議（協議会の就労支援部会等の場やオンライン会議等の活用を含
む。）を開催すること等により、支援を通じて把握した情報や関係機関が有している情報（例えば、就労面以外の支援に関する情報や主
治医からの情報など）を相互に共有すること

・ 就労に係る選択肢の幅を広げ、本人の的確な選択につながるよう、支援の実施前後において、地域における企業等での雇用事例
や就労支援に係る社会資源などに関する情報提供、助言・指導等を行うこと

・ 支援後の本人の選択に応じて、計画相談支援事業所やハローワーク等の雇用支援機関との連携、連絡調整等を行い、支援を通じ
て整理した情報がその後の就労支援において効果的に活用されるように取り組むこと

とすべきであるとともに、各地域の実情を踏まえた実施が図られるよう留意する必要がある。

○また、作業場面等を活用した情報の整理や関係機関とのケース会議等を含めた、就労選択支援（仮称）の支援全体を実施する期間に
ついては、実際の就労を開始するにあたって過度な負担とならないことを考慮する必要があることから、概ね２週間（最大でも２か月）程度
としつつ、利用する障害者のニーズや状況に応じて、柔軟に取り扱うことを検討すべきである。

○なお、就労系障害福祉サービス事業所を現に利用している者が就労選択支援（仮称）を利用する場合、当該事業所が支援を通じて把
握している情報について就労選択支援（仮称）の実施主体が提供を受けるなどの必要な連携を図るとともに、本人が働きながら就労選択
支援（仮称）を利用することもできるよう、今後、具体的な実施方法等についても検討する必要がある。
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障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ３．障害者の就労支援）～

＜就労選択支援（仮称）の実施主体等について＞

○就労選択支援（仮称）の内容を踏まえれば、一般就労中の者や一般就労に移行する者を含めた障害者に対する就労支援について一
定の経験・実績を有していること（注）のほか、
・ 地域における就労系障害福祉サービス事業所を含めた就労支援機関等の状況

・ 地域における企業等の障害者雇用の状況
等について、適切に対象者へ情報提供できることを、実施主体に求めることを検討すべきである。

注 例 え ば 、 就労移行支援事業所、就労継続支援事業所、障害者就業・生活支援センター、自治体設置の就労支援センター、人材開発支援助成金（障害者職業
能力開発コース）による障害者職業能力開発訓練事業を行う機関等。

○ また、適切かつ効果的な事業運営を確保するため、
・ 就労支援に関する一定の経験を有する人材の配置
・ 相談や作業場面等を活用したアセスメントを行うことができる設備の確保
・ 障害福祉サービス事業者等からの利益収受の禁止をはじめとした中立性の確保

等の観点から、地域における一定の支援体制の確保に留意しつつ検討すべきである。

○さらに、就労選択支援（仮称）を担う人材の養成や支援体制の整備については、現在、就労アセスメントに携わっている支援機関や人
材の活用も図りながら、専門的なスキルに基づいた支援を行うことができるよう、既存の就労支援に関する研修等を活用するとともに、
就労選択支援（仮称）の実施に向けて、今後、国による独自の研修の構築等に向けた調査研究、地域の関係機関の連携による支援体
制の整備やスキルアップに関する取組のモデル的な実施を進めることが必要である。
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障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ３．障害者の就労支援）～

＜就労選択支援（仮称）を含めた就労支援に関する手続き等について＞

○就労選択支援（仮称）の利用を含めた就労支援に関する手続きについては、本人の円滑な就労の開始に支障が生じることのないよう、
十分に配慮して運用していく必要がある。例えば、就労選択支援（仮称）の利用を経た上で、就労系障害福祉サービスの利用申請を行う
際の支給決定（変更）に関する手続きについては、就労選択支援（仮称）を利用するための支給決定の手続きにおいて既に把握されてい
る情報を活用するなどして、本人の負担が軽減されるように取り扱うなどの工夫を検討する必要がある。

○ また、本人が円滑に就労を開始できるよう、

・ 就労選択支援（仮称）の実施主体は、就労面のアセスメント及び地域の企業等に関する情報の提供を通じて、障害者本人の選択を
支援する役割を担うものであること

・ 就労系以外の障害福祉サービスを併せて利用する者もいることなどを踏まえ、就労選択支援（仮称）を含めたサービス等利用計画
案の作成から、就労系障害福祉サービスの支給決定後のモニタリング等までを含めた一連の流れにおいて、計画相談支援事業所が
利用者のためのケアマネジメント全体を担う役割を果たすものであること

を踏まえた上での連携の在り方として、就労選択支援（仮称）において本人と協同して作成するアセスメント結果等の情報を、その後の計
画相談支援においてサービス等利用計画案の作成にあたって踏まえることや、就労選択支援（仮称）の実施主体からの助言等を参考に
することを検討すべきである。

○ なお、就労選択支援（仮称）を利用した時点で把握・整理された本人の状況は、その後に変化する可能性もあることを踏まえつつ、

・ 就労選択支援（仮称）の利用を経て本人が利用する就労系障害福祉サービス事業所やハローワーク等の雇用支援機関において、
就労選択支援（仮称）の実施主体から共有された情報を活用するとともに、その後の本人の状況に応じて就労支援を進めること

・ 就労系障害福祉サービスを利用する場合には、本人に改めて就労選択支援（仮称）を利用する意向があるか、計画相談支援事業
所による定期的なモニタリングにおいて留意すること

・ 一般就労する場合には、企業等においても職場環境の整備や合理的配慮の提供を検討する際に、就労選択支援（仮称）やその後
の支援（産業医や衛生管理者との連携を含む。）を通じて得られた情報を活用すること

が重要であることから、就労選択支援（仮称）の創設の趣旨・目的や支援の内容について、就労選択支援（仮称）の実施主体だけではな
く、障害者の就労支援を担う者への幅広い周知を検討する必要がある。
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障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ３．障害者の就労支援）～

（一般就労中の就労系障害福祉サービスの一時的な利用）
＜基本的な考え方＞
○ 障害者の希望する一般就労の実現を多様な手法で支援するため、企業等での働き始めに週10時間～20時間未満程度から段階的

に勤務時間を増やしていく場合や休職から復職を目指す場合において、就労系障害福祉サービスの一時的な利用を法令上可能とするこ
とで、

・ 通い慣れた就労系障害福祉サービス事業所でも引き続き就労することにより、生活リズムを維持したまま、段階的に勤務時間の増加
を図ることができる

・ 企業等と就労系障害福祉サービス事業所が相互に情報共有して、時間をかけながら支援することにより、合理的配慮の内容等につ
いて調整が受けやすくなるなど、その後の職場定着につながる

・ 復職に必要な生活リズムを確立するとともに、生産活動等を通じて、体力や集中力の回復・向上、復職後の業務遂行に必要なスキ
ルや対処方法の習得などに取り組むことができる

・ 企業等における復職プロセスに沿って、主治医や産業医とも連携を図りながら対応することができ、円滑な職場復帰につながる と
いった効果をもたらすことや、支援の選択肢を広げて本人の一般就労への移行や復職を支援しやすくすることを目指すべきである。

○具体的には、就労移行支援及び就労継続支援の対象者として、企業等での働き始めに週10時間～20時間未満程度から段階的に勤務
時間を増やす者や、休職から復職を目指す場合に一時的なサービス利用による支援が必要な者を、現行の対象者に準ずるものとして法
令上位置付けることとすべきである。

○一方、中高齢の障害者が企業等を退職して福祉的就労へ移行する場合等については、雇用主である企業等が責任を持って雇用を継
続することが望ましいという指摘や、既存の雇用施策・福祉施策と役割が重なる部分があるため整理が必要であるという指摘があること
なども踏まえ、一般就労中の就労系障害福祉サービスの利用に関して、引き続き、市町村による個別の必要性等の判断に基づくものとし
つつ、現行の取扱いの中でより適切な運用を図るよう検討する必要がある。

＜一般就労中の就労系障害福祉サービスの一時的な利用の期間について＞

○企業等での働き始めに週10時間～20時間未満程度から段階的に勤務時間を増やしていく場合については、就労系障害福祉サービス
の利用により、企業等で働く準備を進めた上で、勤務時間を増やす時期を目標として定めつつ、状況に応じて進めることが効果的と考え
られる。このため、利用期間は原則３～６か月以内、延長が必要な場合は合計１年までとした上で、一時的な利用の後において円滑に職
場定着が図られるように、個々の状況に応じて設定できる方向で検討すべきである。
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障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ３．障害者の就労支援）～

○休職から復職を目指す場合については、現行の運用でも就労移行支援の標準利用期間（２年）のほかに、期間を制限する取扱いは行
っていないことから、これを上限として、企業の定める休職期間の終了までの期間を利用期間とすることを検討すべきである。

＜適切な支援の実施が図られるための具体的な方策について＞

○企業等及び就労系障害福祉サービス事業所それぞれにおける支援が、一般就労への移行や復職といった目的に沿って適切に行われる
ことを確保する観点から、

・ 一般就労中の就労系障害福祉サービスの一時的な利用の必要性を検討するにあたって、考慮すべき事項や、関係機関からの助
言等の在り方について整理すること（一時的な利用の前や利用中にどのような支援を実施するのか等）

・ 休職から復職を目指す場合については、一時的な利用の必要性に関して医療と連携して判断すること

・ サービス等利用計画や個別支援計画において、支援の目標や内容を具体的に整理すること
・ 企業等と就労系障害福祉サービス事業所が一時的な利用の期間中の支援内容等をあらかじめ共有すること

・ 企業等と就労系障害福祉サービス事業所が、支援内容や本人の状況の変化等を共有し、必要に応じて互いの支援内容の調整や
関係機関への相談を行うなどの連携をすること

・ 関係機関が効果的な助言等を行うために、支援内容や企業等と本人との雇用契約の内容などについて情報共有すること
について検討するとともに、一時的な利用を行う者の利用形態も踏まえつつ、報酬上の取扱いを検討すべきである。

○また、今後、円滑な活用や関係者の連携を図るため、本人だけではなく、企業等や就労系障害福祉サービス事業所、医療を含めたその
他の関係機関に対して、具体的な連携方法などを含めたわかりやすい周知を行っていく必要がある。併せて、現在でも、個々の 様々な
事情などから、市町村による個別の必要性等の判断に基づいて、例外的に一般就労中の利用が認められているケースがあることも踏ま
えて、引き続き、適切な運用を図る必要がある。

○ さらに、一般就労中の就労系障害福祉サービスの一時的な利用の不適切な活用を防ぐ観点から、
・ 企業等及び就労系障害福祉サービス事業所それぞれにおいて、活用にあたって必要となる規程等の整備、その内容
・ 本人にとって過重な負担にならないことを前提とした企業等での勤務とサービス利用の時間の組み合わせの考え方
・ 他の既存のサービスや施策等による支援策との機能や役割の違いについての整理

等も重要であり、今後、具体的な仕組みを検討すべきである。
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障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ３．障害者の就労支援）～

（障害者の就労を支えるための雇用・福祉施策の連携強化等に関する取組）
＜障害者の就労支援に携わる人材の育成＞

○ 基礎的研修については、「雇用と福祉の分野横断的な基礎的知識・スキルを付与する研修の構築に関する作業部会」（令和３年９月

～12月）において、その実施にあたっての具体的な事項（カリキュラムのイメージや受講対象者、実施主体、実施手法等）に関する一定
の整理がなされていることを踏まえ、引き続き、両分野が連携して開始に向けた準備を進めていく必要がある。

○特に、受講を必須とする者に含まれている就労移行支援事業所の就労支援員、就労定着支援事業所の就労定着支援員及び障害者就
業・生活支援センターの生活支援担当者について、まずは確実な受講が図られるよう取り組むとともに、更なる専門性の向上を図るため、
職場適応援助者養成研修などの専門的な研修等の受講の促進について検討すべきである。（※）

また、基礎的研修の運用開始後の状況や限られた財源状況等も踏まえながら就労継続支援Ａ型及びＢ型事業所を含む就労系障害福
祉サービス事業所の全ての支援員の受講を必須とすること等について、今後、検討を進めていく必要がある。

○専門人材の高度化に向けた階層的な研修の確立については、基礎的研修が新たに実施されることに伴う現行の研修の見直しなどにつ
いて、福祉分野における人材が、それぞれの立場や役割に応じて必要な専門性を身につけて活躍することができるよう、今後、両分野が
連携して具体的に検討を進めていく必要がある。

＜企業等で雇用される障害者の定着支援の充実＞
○ 企業等で雇用される障害者の定着を図る観点から、

・ 就労定着支援事業においては、最大３年間の支援期間内における就労定着を図るだけでなく、この事業による生活面の支援がなく
ても一人の職業人として就労定着できる状態を目指して、本人や企業等と現状や方向性を確認しながら、本人が課題解決のスキルを
徐々に習得できるように、本人の主体的な取組を支える姿勢で支援するとともに、支援の状況を企業等に共有することを通じて、本人
の障害特性に応じた合理的配慮の検討など、企業等における雇用管理に役立つものとなるよう取り組むこと

・ 就労定着支援事業の利用前後の期間等において定着に向けた支援を担う就労移行支援事業所等や障害者就業・生活支援セン
ター事業との役割の違いを踏まえて連携することや、現行の仕組みでは就労移行支援事業等が支援することとしている一般就労移
行からの６か月間において、本人や地域の状況などを踏まえて、就労定着支援事業を活用すること

などに関する方策について、就労定着支援事業の支援の実態について把握を進めた上で検討すべきである。（※）

72注：本報告書中、（※）が付されている部分は、障害福祉サービス等報酬の改定時において省令、告示等による対応が想定されるもの。



障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ３．障害者の就労支援）～

○また、就労定着支援事業の提供体制の現状を踏まえ、就労移行支援事業等の障害福祉サービスを経て企業等に雇用された者が、就
職後の定着に向けて地域において必要な支援を受けられる環境整備を図る観点から、就労定着支援事業の実施主体に、障害者就業・
生活支援センター事業を行う者を加えることを検討すべきである。（※）

○ その検討にあたっては、地域の中で補助的な役割を果たすものとすることが適当であるため、
・ 既存の就労定着支援事業所の状況や今後の新設の見込み等の地域における実情やニーズを踏まえて連携を図ること
・ 障害者就業・生活支援センター事業の実施により蓄積されているノウハウ等を十分に活用できるよう配慮すること
・ 障害者就業・生活支援センター事業本体の運営に支障が生じることがないよう配慮すること

などの観点に十分に留意して検討すべきである。（※）

＜地域の就労支援に関するネットワークの強化＞

○多様な障害特性のある方の就労が進展するとともに、特別支援学校卒業時に一般就労を選択する方が増えるなど、働く障害者が増加す
る中で、福祉分野のみならず、企業を含めた雇用分野、学校等の教育分野等の幅広い関係者の連携による支援を充実させる必要がある
。このため、必要な財源の確保について検討しつつ、障害者就業・生活支援センターにおいて必要な支援体制の確保を図るとともに、地域
の実情に応じて、地域の就労支援機関に対するスーパーバイズ（個別の支援事例に対する専門的見地からの助言及びそれを通じた支援
の質の向上に係る援助）や困難事例の対応といった基幹型の機能も担う地域の拠点としての体制の整備を進めていく必要がある。

○まずは、先進事例の収集やモデル的な取り組みを通じて、地域の就労支援機関からの具体的なニーズや効果的な手法について整理
を進め、今後、各地域における支援の質の向上を図るために必要な取組が実施できるよう、具体的な方策を検討する必要がある。

73注：本報告書中、（※）が付されている部分は、障害福祉サービス等報酬の改定時において省令、告示等による対応が想定されるもの。



障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ３．障害者の就労支援）～

＜就労継続支援Ａ型の在り方や役割の整理＞

○これまでの経緯や、就労継続支援Ａ型の利用者・事業所や支援内容が多様であることを踏まえれば、就労継続支援Ａ型の在り方や役
割としては、障害者の稼得能力だけでなく、障害特性等を含め、一般就労が難しい障害者に就労や訓練の機会を適切に確保するための
事業であることが求められるものである。今後、さらに実態の把握を進めながら、一般就労への移行も含めた利用者のニーズに沿った支
援の提供や十分な生産活動の実施が図られるように、具体的な方策を講じていくことを検討すべきである。（※）

○ その際、Ａ型における支援の質の向上や生産活動の活性化を促す観点から、

・ スコア方式の導入後の状況を検証・分析した上で、より充実した支援や生産活動に取り組む事業所を的確に評価できるようにするた
めに、どのような評価項目や評価点を設定することが考えられるか

・ 経営改善計画の作成等の措置によっても早期の改善にはつながっていない事業所があることを踏まえて、特に、複数年にわたって
経営改善計画の対象となっている事業所に対して、どのような実効性のある対応を図ることが考えられるか

等について検討すべきである。（※）

＜重度障害者等に対する職場や通勤等における支援＞

○「雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業」については、令和２年度においては２市で８人、令和３年度（令和４年１月１
日時点）においては11市区町村で27人が 利用しているが、使いづらさや実施する自治体の少なさが課題となっている。重度障害者等の
就労の促進を図るため、職場や通勤等における支援を必要とする方の利用がさらに拡がるよう、事業の利用が進まない背景の検証や利
用事例に関する情報収集などを含めて、その実施状況を踏まえながら、特別事業の周知や必要な運用改善を行うことにより、重度障害者
等に対する職場や通勤等における支援を推進していく必要がある。

74注：本報告書中、（※）が付されている部分は、障害福祉サービス等報酬の改定時において省令、告示等による対応が想定されるもの。



就労移行支援事業
(規則第6条の9)

就労継続支援Ａ型事業
（規則第6条の10第1項）

就労継続支援Ｂ型事業
（規則第6条の10第2項）

就労定着支援事業
(規則第6条の10)

事
業

概
要

通常の事業所に雇用されることが可能と見

込まれる者に対して、①生産活動、職場体

験等の活動の機会の提供その他の就労に

必要な知識及び能力の向上のために必要

な訓練、②求職活動に関する支援、③その

適性に応じた職場の開拓、④就職後にお

ける職場への定着のために必要な相談等

の支援を行う。

（標準利用期間：２年）

※ 必要性が認められた場合に限り、最大１年間の更

新可能

通常の事業所に雇用されることが困難で

あり、雇用契約に基づく就労が可能である

者に対して、雇用契約の締結等による就

労の機会の提供及び生産活動の機会の提

供その他の就労に必要な知識及び能力

の向上のために必要な訓練等の支援を行う。

（利用期間：制限なし）

通常の事業所に雇用されることが困難であ

り、雇用契約に基づく就労が困難である

者に対して、就労の機会の提供及び生産

活動の機会の提供その他の就労に必要な

知識及び能力の向上のために必要な訓練

その他の必要な支援を行う。

（利用期間：制限なし）

就労移行支援、就労継続支援、生活介護、

自立訓練の利用を経て、通常の事業所に

新たに雇用され、就労移行支援等の職場定

着の義務・努力義務である６月を経過し

た者に対して、就労の継続を図るために、

障害者を雇用した事業所、障害福祉サービ

ス事業者、医療機関等との連絡調整、障害

者が雇用されることに伴い生じる日常生活

又は社会生活を営む上での各般の問題に

関する相談、指導及び助言その他の必要な

支援を行う。

（利用期間：３年）

対
象

者

① 企業等への就労を希望する者

※平成30年4月から、65歳以上の者も要件

を満たせば利用可能。

① 移行支援事業を利用したが、企業等

の雇用に結びつかなかった者

② 特別支援学校を卒業して就職活動を

行ったが、企業等の雇用に結びつかな

かった者

① 就労経験がある者であって、年齢や体力の

面で一般企業に雇用されることが困難となった

者

② 50歳に達している者又は障害基礎年

金1級受給者

① 就 労 移 行 支 援 、就労継続支援、生活

介護、自立訓練の利用を経て一般就労

へ移行した障害者で、就労に伴う環境変

化により日常生活又は社会生活上の課

題が生じている者であって、一般就労後

６月を経過した者

③ 就労経験のある者で、現に雇用関

係の状態にない者

※平成30年4月から、65歳以上の者も要件

を満たせば利用可能。

③ ①及び②に該当しない者で、就労移行

支援事業者等によるアセスメントにより、

就労面に係る課題等の把握が行われて

いる者

報酬

単価

４６８～１，１２８単位／日
＜定員20人以下の場合＞

※就職後６月以上の定着率が高いほど高い報

酬

３１９～７２４単位／日
＜定員20人以下、人員配置7.5：1の場合＞

※「1日の平均労働時間」、「生産活動」、「多様

な働き方」、「支援力向上」、「地域連携活動」

の５つの項目による総合評価

I. 「平均工賃月額」に応じた報酬体系

５６６～７０２単位／日
＜定員20人以下、人員配置7.5：1の場合＞

※平均工賃月額が高いほど高い報酬

II. 「利用者の就労や生産活動等への参加等」

をもって一律に評価する報酬体系

５５６単位／日
＜定員20人以下の場合＞

１，０４６～３，４４９単位／月
＜利用者数20人以下の場合＞

※利用者数に応じた設定

※就労定着率（過去３年間の就労定着支援の

総利用者数のうち前年度末時点の就労定着

者数）が高いほど高い報酬

事業

所数

3,051事業所

（国保連データ令和３年10月）

4,058事業所

（国保連データ令和３年10月）

14,687事業所

（国保連データ令和３年10月）

1,415事業所

（国保連データ令和３年10月）

利用者

数

35,636人

（国保連データ令和３年10月）

77,975人

（国保連データ令和３年10月）

299,652人

（国保連データ令和３年10月）

13,826人

（国保連データ令和３年10月）

障害者総合支援法における就労系障害福祉サービス
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4,570
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3,233
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1,122

1,606
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2,647
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3,655
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528

296
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5,000
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就労移行支援 就労継続支援Ａ型 就労継続支援Ｂ型 旧授産施設・福祉工場

【出典】社会福祉施設等調査（各年の移行者数は、当該年の１０月１日時点における前年１年間の実績）

18,599

＜一般就労への移行者数の推移＞

一般就労への移行者数・移行率の推移（事業種別）

○就労系障害福祉サービスから一般就労への移行者数は、令和元年までは毎年増加していたが、令和２年にお
いては前年比約１５％減となり、約１．９万人であった。

○令和２年におけるサービス利用終了者に占める一般就労への移行者の割合は、いずれのサービスにおいても
前年より減少している。

3,293
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5,675
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11.7% 10.6%
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40.0%

50.0%

60.0%

就労移行支援

就労継続支援Ｂ型

就労継続支援Ａ型

全体

14,845

19,963

＜サービス利用終了者に占める一般就労への移行者割合の推移＞

21,919
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0 1977 1979 1981 1983 1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 1999 2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013 2015 2017 2019 2021

精神障害者

知的障害者

身体障害者

実雇用率（％）

法定雇用率1.8% 1998.7.1～

法定雇用率1.6% 1988.4.1～

1.97 56.1

法定雇用率2.2% 2018.4.1～

（％）

2.3

（2021年6月1日現在）

○ 民間企業の雇用状況
雇用者数 59.8万人 （身体障害者35.9万人、知的障害者14.1万人、精神障害者9.8万人）

実雇用率 2.20％ 法定雇用率達成企業割合 47.0％

○ 雇用者数は18年連続で過去最高を更新。障害者雇用は着実に進展。

（万人）

法定雇用率2.0% 2013.4.1～

法定雇用率1.5% 1976.10.1～

53.5

49.6

59.8
57.8

出典：障害者雇用状況の集計結果

障害者雇用の状況

法定雇用率2.3% 2021.3.1～



一般就労への

移行の現状

企 業 等

就 職

就労⽀援施策の対象となる障害者数／地域の流れ

①特別支援学校から一般企業への就職が約３０．７％就労系障害福祉サービスの利用が約３２．１
％
②就労系障害福祉サービスから一般企業への就職は、年々増加し、令和２年は約１．９万人が一

般就労への移行を実現

就労系障害福祉サービ

スから一般就労への移

行

1,288人/ H15 1.0
2,460人/ H18 1.9 倍
3,293人/ H21 2.6 倍
4,403人/ H22 3.4 倍
5,675人/ H23 4.4 倍
7,717人/ H24 6.0 倍

10,001人/ H25 7.8 倍
10,920人/ H26 8.5 倍
11,928人/ H27 9.3 倍
13,517人/ H28 10.5倍
14,845人/ H29 11.5倍
19,963人/ H30 15.5倍
21,919人/ R1 17.0倍
18,599人/ R2 14.4倍

障害福祉サービス
大
学
・専
修
学
校
へ
の
進
学
等

・就労移行支援

・就労継続支援Ａ型

・就労継続支援Ｂ型

約 ３．５万人

約 ７．７万人

約２８．７万人

（令和３年３月）

雇用者数

約５９．８万人

（令和３年６月１日）

※43.5人以上企業

※身体、知的、精神の
手帳所持者

13,139人/年
（うち就労系障害福祉サービス 7,016人）

就職 6,705人/年749人/年 特別支援学校
卒業生21,846人（令和３年３月卒）

【出典】社会福祉施設等調査、国保連データ、学校基本調査、障害者雇用状況調査、患者調査、生活のしづらさなどに関する調査 等

ハローワークから
の紹介就職件数

８９，８４０件
※A型：18,569件

（令和２年度）

障害者総数約９６５万人中、１８歳～６４歳の在宅者数約３７７万人
（内訳：身体436.0万人、知的 109.4万人、精神419.3万 （内訳：身体101.3万人、知的 58.0万人、精神217.2万

※  身体人障） 害者数及び知的障害者数は、生活のしづらさなどに関する調査及び社会福祉施設人等） 調査等による身体障害者手帳及び
療育手帳の所持者数等を元に算出した推計値、精神障害者数は、患者調査を元に算出した推計値。

このほか、就労支援施策については、難病患者等が対象になる。
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アセスメントを活用した本人支援の取組例

79

• 所属するＢ型事業所職員

と本⼈が、区障害者就労

支援センターに来所。
• Ｂ型利⽤を通じて⼒がつ

き、経済的な理由もあ
り、本⼈が⼀般就労を希
望。

• Ｂ型事業所は⼀般就労に
向けたノウハウがなく、
本⼈が⼀般就労を⽬指す
上での現状の課題や、必
要な配慮・支援等につい
て情報が欲しい。

• アセスメントを実施して

検討することとする。

• 場所︓就労移⾏支援事業所（区障

害者就労支援センターと同法⼈）
• 内容︓共通評価キット（書類整理

等）、ワークサンプル（ピッキン

グ等）、集団による作業・訓練ほ

か
• 期間︓2週間

• 本⼈、Ｂ型事業所、相談支援事業所、区障

害者就労支援センターで、ケース会議を実

施。
• 体調が良い時には、理解⼒が⾼く安定した

作業遂⾏が可能。不調時には不安が強くな
り、頻回に確認が発⽣する様子があること
を確認。

• ⼀⽅で、不安への対処を試⾏錯誤しながら

⼯夫しており、徐々に改善傾向。
• 将来的な⾃⽴を望んでおり、課題への対処

の⽬途が⽴ちそうな⾒込みを踏まえ、就労

移⾏支援の利⽤を経て⼀般就労を⽬指すこ
とを提案。

• 本⼈としては、⼀般就労の実態が分からな

いとのことであったため、ハローワークで
の相談を勧める

事前相談 アセスメントの実施 アセスメント結果の伝達

江⼾川区（区障害者就労⽀援センターが中⼼に、アセスメントを利⽤しやすい体制を構築した事例）

• 区障害者就労支援センターが中心となり、共通評価キットの開発や、研修の実施を通じ

て、地域の就労移⾏支援事業所のアセスメントの標準化と質の底上げを図っている。

• Ａ型・Ｂ型利⽤者の⼀般就労に向けたアセスメントを積極的に受け⼊れることで、Ａ型・

Ｂ型利⽤者に対しても、客観的なアセスメントの視点をもとにした、一般就労も含めた幅

広い進路選択の機会を保障している。

一般就労を検討する就労継続支援Ｂ 型利⽤中（ 精神障害） の事例

• 事業所内・ハローワー
クで相談を⾏い、障害
者求⼈の状況や、職場
で求められる⼒等につ
いて確認。

• 併せて、相談支援事業

所と就労移⾏支援事業

所を⾒学。
• 最終的に、本⼈の特性

や課題とマッチしそう
な、就労移⾏支援事業
所の利⽤へ繋がった。

その後の経過

• ⼀般就労を希望する本⼈や、⼀般就労に向けたノウハウが十分にない事業所のニーズに応じて、就労系障害福祉サービスを利
⽤中の者も含めて、今後の支援⽅針の検討を⽬的としたアセスメントを実施している。

• それを通じて本⼈の就労の可能性が広がり、適切なサービス選択やジョブマッチング等につながっている。

※Ｂ型事業所支援員も導⼊や振り返
り等の面談機会に同席し、アセスメ
ントの視点や、⼀般就労に向けたノ
ウハウ等について適宜伝達。



就労を希望する障害者の就労・障害福祉サービスの選択に係る支援の創設

現状

今後の

方向性

課題③
就労ニーズや能⼒等に変化があって

も、他の選択肢を積極的に検討する機

会は限られている。

市町村

に相談
Ｂ型利⽤ Ｂ型利⽤

就労移⾏

利⽤申請

Ｂ型

利⽤

支
給
決
定
更

新

就労選択

支援（仮称）

利⽤申請

改善③

B型利⽤後も、希望に応じて新たなサー
ビスを受けることができ、就労ニーズや

能⼒等の変化に応じた選択が可能とな

る。

Ｂ型利⽤ Ｂ型利⽤ Ｂ型

利⽤

支
給
決
定
更

新
等

支

給
決
定

就労移⾏支援

Ａ型

⼀般就労

市町村

に相談

就労選択支援
（仮称）利⽤

※希望に応じて利⽤

Ｂ型利⽤
申請

Ｂ型利⽤
申請

就労移⾏支援
事業所等による
アセスメント

就労選択支援

（仮称）利⽤

※現⾏の就労アセスメントでは
・50歳に達している者又は障害基礎年⾦1級の受給者
・就労経験がある者であって、年齢や体⼒の面で⼀般企業に雇⽤されることが困難になった者

を対象としていない。

３年後

〜専⾨的なアセスメントと本⼈中⼼の就労選択の⽀援（就労選択⽀援 [ 仮称 ] ）〜

イメージ（ 就労継続支援B 型のケース）

B型利⽤後B型利⽤前

就労移⾏支援

Ａ型

⼀般就労支
給
決
定
変

更

課題①
実施主体や⼈材の面で、専門的な支援

体制の整備が必ずしも十分に⾏われて

いない。

改善①
都道府県等による事業所指定、就

労支援について一定の経験等を有
する人材や研修を通じて育成した

⼈材の配置により、専門的な支援

を受けることが可能となる。

支
給
決
定
変

更

アセスメント

が、業務として

法令上位置づけ

られていない

就労選択支援

（仮称）を法令

上位置づける

課題②
アセスメントにより整理した情報を、

その後の本⼈の働き⽅や就労先の選択

に関する支援に十分つなげられていな

い。

暫
定
支
給
決

定

改善②
就労能⼒や適性、本⼈のニーズや強み、職

業上の課題、就労に当たっての支援や配慮

事項といった本人と協同して整理した内容

や地域の企業等の情報を基に、関係機関と

連携する

⇒本⼈にとって、より適切に就労・障害福
祉サービスを選択することが可能とな

る。

支
給
決
定
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⼀般就労中の企業における⽀援と就労系障害福祉サービスの⼀時的な利⽤によ
る
支援の連携による効果①

⼀般就労への円滑な移⾏のための就労系障害福祉サービスの⼀時的な利⽤

就労系サービス

利⽤

⼀時利⽤

6ヶ⽉間の
定着支援

就労定着
支援

時間を掛けた段階的な就労時間の延⻑
就職先の企業や就労支援機関との連携によ

るより的確な定着支援

⼀時利⽤を活⽤する事例のイメージ

• 例（精神障害）︓体調の波があり、短時間からの勤務開始を希望している。また、不安・緊張が強く、⾃宅で過ごすとリズムを崩しか

ねないため、週10時間程度の短時間勤務と就労系障害福祉サービスを⼀時的に並⾏利⽤し、時間を掛けて集中⼒や持続⼒の状況を踏ま

えて、作業の内容や時間を調整し、段階的に勤務時間を⻑くすることが必要。

相談を中⼼とした定着⽀援に移⾏

勤務と並⾏して慣れた事業所の利⽤を継続することで、生活
リズムを維持したまま、段階的に企業での勤務時間の増加を

図ることが可能に。

併せて、安定した勤務に向けて、必要な訓練や支援を受けら

れるようになる。

例︓職場での対⼈関係の取り⽅、就職先での体調・ストレス管理の実

践⽅法
※ 利⽤頻度・時間について、過度に負担にならぬよう、適宜調整。

週2⽇（又は1⽇2・3時間）程度から、段階的に時間を掛け
て勤務時間を増加

円滑な時間延⻑に向けた⽀援の継続

これまでの支援を踏まえて、状態の変化等が早急に把握さ
れやすくなり、必要に応じて就職先の企業や就労支援機関
等と連携して、合理的配慮の内容等についての調整が受け

やすくなるなど、定着支援にもつながる。

就職

一定期間継続した定着⽀援に移⾏

職場訪問等を通じて、職業⽣活上の相談等を継続し、⽣活

面の課題に対処できるよう支援を⼀定期間受けられる。

職場訪問や終業後の通所等を通じて、職業⽣活上の相談等

を引き続き受けることが可能。

引き続き、必要に応じて就職先の企業や就労支援機関等と
連携して、合理的配慮の内容等についての調整を受けるこ

とで、的確な定着支援につながる。

⼀時利⽤により期待される効果

• 勤務時間の延⻑に向けて、通所を継続することで、⽣活

リズムの維持や、段階的な負荷設定と必要な訓練、職場

内での適切な配慮を受けることが可能となる

→勤務時間・⽇数の円滑な増加、定着状況の安定・改善

• 利⽤者の意向や企業等の状況に合わせた働き⽅で、⼀般

就労を始めることができる

イメー
ジ
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⼀時利⽤を活⽤する事例のイメージ

本⼈が復職を希望し、企業・かかりつけ医も復職を前提としたサービス利⽤を受けることが適当と判断している休職中の障害者※

※地域の医療機関や就労支援機関等が実施する復職支援が活⽤困難な場合

• 例１（精神障害）︓かかりつけ医から復職に向けた訓練は許可されたものの、⽣活リズムにはまだ波があり、継続した通勤や終⽇の

作業遂⾏に不安があるため、段階的な慣らしが必要。

• 例２（⾼次脳機能障害）︓就業中に受障して休職中。復職に向けて、復職後の業務遂⾏に向けた訓練や、⾃身の障害特性を踏まえた

必要な対処の練習が必要（例︓メモの取り⽅、確認の励⾏等）。

一般就労中の企業における支援と就労系障害福祉サービスの⼀時的な利⽤による
支援の連携による効果②

休職からの円滑な復職のための就労系障害福祉サービスの⼀時的な利⽤

⽣活リズムの確⽴、 体⼒・ 集中⼒の向上
療養

相談を中⼼とした定着⽀援に移⾏

職場訪問や終業後の通所等を通じて、職業⽣活上の相談
等を引き続き受けることも可能。

段階的に通所頻度を増やし、復職に必要な⽣活リズムを確
⽴すると共に、⽣産活動の機会を活⽤する等して、体⼒や
集中⼒の向上や、復職後の職務に向けた訓練を受けること
が可能に。

⼀時利⽤
企業、 産業医、 かかりつけ医との連携

進捗状況を共有するなど、事業所が企業、産業医、かかり
つけ医と連携を図ることで、企業における復職プロセスに
沿った対応が可能に。

⼀時利⽤により期待される効果

• 段階的な通所や⽣産活動の機会を通じて、⽣活リズムの確⽴ や

作業面での調整が図られ、円滑な職場復帰の促進に繋がる。

就業中

休職

復職
6ヶ⽉間の
定着支援

イメー
ジ
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就労系障害福祉サービスの利⽤段階から
一般就労への移⾏、定着段階における支援策のイメージ

今後可能
とする
支援策
（案）

現⾏の
支援策

訓練等によ

る就労能⼒の

向上等

訓練等による課題解決

• 継続通所により生活リズムを維持し、時間延⻑を容易に

• 対⼈面やストレス対処面での実践方法の訓練

企業等との調整

• リアルタイムな状況を踏まえて、時間延⻑を調整

• 変化に早期に気づき、企業や就労支援機関等と調整

生活面等の相談

• 職場の悩み、安定出勤、体調維持等に対してタイムリーな

助言、不安の解消

１〜２週に１回程度

改善点①
定着支援のみでは対応し難い、
訓練等による課題解決が並⾏し
て実施できる。 （継続通所機
会、実践⽅法の練習等）

改善点②
リアルタイムに把握した状

況を踏まえて時間延⻑の調
整をし、課題発⽣時にはタ

イムリーな対応が可能に。

月に１回程度

いて助⾔

生活面等の相談

• 体調の変化を注視しな

がら、体調の⾃⼰管理

を助⾔

• 不調の際に、対処につ

通常利⽤

同一事業所による
定着支援（６ヶ月間）

就労定着支援（最⼤３年間）

企業等との調整

• 職場での状況確認、関

係機関との連絡調整し

ながら、時間延⻑後の

変化を注視

生活面等の相談

• 職場での悩み、体調の

安定に向けて随時助言

現状は原則として利⽤が認められておらず、
同⼀事業所が６ヶ⽉の定着支援を実施

週1̃３日程度

ジョブコーチ支援 （１〜８ヶ⽉間程度）

障害者就業・生活支援センター

企業との調整等の協⼒等

週４̃５日程
度

• 職場の状況を踏まえた時間延⻑の助⾔、合理的配慮についての企業との調整

生活面等の相談

• 職場環境を踏まえたストレス対処⽅法の検討、豊富な支援経験から随時助⾔

企業等との調整

• 職場訪問により本⼈の

体調変化の際の対処方

法を助言

• 不調の際に、企業、医

療機関等と負荷の軽減

に向けて情報共有

• 時間延⻑に併せた職域拡大の支援

• 必要に応じて支援⽅法の助⾔

特
に
必
要
と
認

め
ら
れ
る
場
合

職場定着に

関する
雇用施策

企業等での
雇用開始

新 ⼀時利⽤

※運営基準により、⼀般就労への移

⾏後における職場への定着のための

支援の継続が求められている。
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障害福祉サービスの人材確保

～制度の持続可能性の確保～



障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ６．制度の持続可能性の確保について）～

６．制度の持続可能性の確保について

（１） 現状・課題
（障害福祉サービス等事業者の指定の在り方）

○都道府県及び市町村は、障害福祉計画又は障害児福祉計画を定め、その中で障害福祉サービス等の提供体制の確保に係る目標、
各年度における障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量の見込み等を設定している。

○障害福祉サービス等の供給が地域のニーズに対して過剰なものとならないよう、都道府県知事等は、事業者の指定に当たっては、入所
施設、生活介護、放課後等デイサービス等に限り、その指定を拒否することができる総量規制の仕組みが設けられている。

○一方、政令市、中核市以外の一般市町村は、障害福祉計画等において必要なサービス見込み量等を定めることとされているにも関わら
ず、事業者の指定においては基本的に一般市町村は関与できない仕組みとなっており、利用者の障害特性等のニーズに応じた事業所
の適切な整備がなされていない可能性があるとの指摘や、市町村が知らない間に新規事業者の指定が行われるケースがあるとの指摘
がある。

（障害福祉分野におけるＩＣＴ活用等の推進）

○成長戦略フォローアップ（令和３年６月18日閣議決定）では、「障害福祉分野における介護ロボットやＩＣＴの導入についても、介護分野で
の状況を踏まえて取組を進める。」とされている。また、各種記録や計画の作成、職員間の迅速な情報共有・相談助言、移乗介護等の介
護業務、相談支援、自立生活援助等の地域生活を支援する業務等について、ＩＣＴ活用やロボット導入により、業務効率化や職員の業務
負担軽減をより一層推進することができると考えられる。

（障害福祉サービス等における人材確保と育成）

○障害福祉サービス等を安定的に提供するためには障害福祉人材の確保が重要である。障害福祉人材の処遇改善については、これまで
の累次にわたる処遇改善加算を通じた取組に加え、本年２月から福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金による引き上げの措置が講じ
られ、10月以降は臨時の報酬改定により同様の措置が継続されることとなっている。

○また、障害福祉人材が不足している要因については、職員の処遇のみならず、キャリアアップや職場環境、利用者や家族からの職員に対
するハラスメント等も関係している可能性があると考えられる。
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（２） 今後の取組
（障害福祉サービス等事業者の指定の在り方）

＜基本的な考え方＞

○市町村は、障害福祉サービス等の支給決定を行うとともに、障害福祉計画及び障害児福祉計画を定め、その中で障害福祉サービス等
の提供体制の確保に係る目標、各年度における障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量の見込み等を設定しており、地域における障
害福祉サービス等のニーズや地域の実情を最もよく把握できる主体と考えられる。

○このため、地域ごとの障害福祉サービス等のニーズや地域の実情を適切に踏まえた事業所の整備が進むようにするためには、事業者
の指定に障害福祉計画等を策定する市町村が関与することが重要と考えられる。

＜障害福祉計画等におけるサービス等の提供体制の確保に係る目標等の充実＞

○障害者・障害児や家族のニーズに応じて必要なサービスを提供するためには、障害福祉計画等に基づく計画的なサービス提供体制の
確保が重要であるところ、現状では、市町村がサービス種別ごとの見込み量を市町村計画に記載した上で、都道府県計画では、より広域
な障害福祉圏域を標準として見込み量を定めることとされている。このため、よりきめ細かい単位での地域のニーズを計画に記載してサー
ビス提供体制の確保を推進するなど、地域ニーズに応じたサービス提供に向けた計画策定の在り方についても検討を深めることが必要
である（注）。また、市町村が障害福祉計画等を策定する際には、都道府県の意見を聴かなければならないこととされてお
り、今後とも、計画の策定に当たって、市町村と都道府県との間で密接な連携を図ることも重要である。

注 例えば、計画において、

・障害者等にとって身近な地域で支援が受けられるよう事業所整備を進める観点から、地理的条件や経済的な関係、地域移行に関する取組状況なども踏まえ
、市町村内の一定の地域単位で必要量を見込んでいくこと

・サービス種別ごとの必要量のみならず、特定の障害特性を有する者についてのサービスの過不足の状況を明らかにすること

障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ６．制度の持続可能性の確保について）～
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＜地域ごとの障害福祉サービス等のニーズに応じた事業者指定の仕組み＞

○都道府県知事が行う事業者指定に対し、市町村が障害（児）福祉計画との調整を図る見地からの意見を申し出ることを可能とし、都道
府県知事は当該意見を勘案して事業者指定に際し必要と認める条件を付すことができるようにする仕組み等により、地域ごとの障害福祉
サービス等のニーズや地域の実情を適切に踏まえた事業所の整備を進めるべきである。

○この仕組みの実施に当たっては、地方自治体においてその趣旨が正しく理解され、適切に運用されるよう、市町村の意見や都道府県が
付する条件の具体例を示すとともに、以下のような運用上の留意点を周知するべきである。
・この仕組みの目的は、地域における障害福祉サービス等のニーズを踏まえた必要なサービス提供体制の確保であること

・市町村の意見や都道府県が付する条件の内容は、市町村や都道府県が、障害当事者をはじめ、事業者、雇用、保健、介護、児童福祉
、教育、医療等の幅広い関係者の意見を反映して策定する障害（児）福祉計画等に記載されたニーズ等に基づき検討されるべきこと

（障害福祉分野におけるＩＣＴ活用等の推進）

○障害福祉現場の業務効率化及び職員の業務負担軽減を更に推進していく必要があることを踏まえ、令和４年度の調査研究事業におい
ては、ＩＴ関係の専門家、リハビリテーション専門職、福祉工学等の専門家などの専門的知見に基づき、各ＩＣＴ機器やロボットの導入に係る
効果の定量的評価（業務量や業務時間の短縮など）について科学的、実証的な測定・検証を行うこととしており、この調査研究を含め実証
データの収集・分析を進めながら、ＩＣＴ活用やロボット導入の推進の方策について具体的な検討を行っていくことが必要であ る。

○ＩＣＴ活用やロボット導入を推進するにあたっては、施設や事業所における生産性の向上だけでなく、障害者本人のＱＯＬ向上の視点や
安全管理体制、サービスの質の確保も重要であることから、調査研究の実施に当たっては、このような点も留意しながら進める必要があ
る。

○障害福祉分野における施設・事業所に対するＩＣＴ活用やロボット導入の経費等の支援については、以上のような検討を踏まえつつ、より
効果的な手法を推進することが必要である。

○また、障害者に対するＩＣＴ機器の紹介や貸出、利用に係る相談等を行う「ＩＣＴサポートセンター」における取組などを進め、障害者本人
のＩＣＴの利活用の促進等を図っていく必要がある。

○ この他、障害福祉分野におけるＩＣＴ技術の活用については、障害特性に応じた支援や障害者支援に関する情報提供なども含め、引87
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～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について ６．制度の持続可能性の確保について）～



（障害福祉サービス等における人材確保と育成）

○福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金と本年10月からの臨時の報酬改定による処遇改善に着実に取り組むとともに、公的価格評価
検討委員会の検討を踏まえ、障害福祉職員の処遇改善や職場環境の状況について調査・分析し、現場のニーズや政策目的に照らして、
より効果的で簡素な仕組みとなる方策について更に検討する必要がある。

○ＩＣＴの活用やロボットの導入については、障害福祉分野の人材の事務負担の軽減や業務の効率化にも資すると考えられるため、更に推
進する必要がある。

○今後、令和３年度の調査研究事業において作成したハラスメント対策マニュアルの周知を進めるとともに、事業所における職員研修のた
めの手引き等を作成することで、利用者、家族等によるハラスメント対策を推進する必要がある。

○障害福祉サービス従事者の確保が困難となっている状況を踏まえ、人材確保において課題となっている要因等について、職員の声や職
場のハラスメントの状況等も含めて把握を図るとともに、障害福祉サービス等事業所における人材の確保・定着方策の好事例の共有を図
ることを検討する必要がある。
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利用者数

障害福祉分野の福祉・介護職員数の推移（推計値）

【出典】厚生労働省「社会福祉施設等調査」に基づき社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課において作成。
注１）平成21～29年度の数値は、回収率の割り戻しにより補正し推計したもの。平成30年度からは、調査結果が全施設・事業所の推計値となり、回収率での割り戻しはしていないため

、平成29年以前の結果との比較には留意が必要。

注２）従事者数及び利用者数は各年の10月1日現在の数値である。
注３）従事者数は、福祉・介護職員処遇改善加算の対象となる直接処遇職員について、常勤、非常勤を含めた実人員数を各サービス・事業で合計したものである。
注４）各年度の「社会福祉施設等調査」の結果を踏まえ、障害者自立支援法、障害者総合支援法のサービス及び児童福祉法のサービスを含めているが、年度によってサービスの新設・廃止が

あるため、年度間の比較には留意が必要。
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○障害者自立支援法施行以降、障害福祉サービス等の利用者数は14年間で約３倍に増加している。サービス量
の増加に伴う障害福祉分野の福祉・介護職員数は14年間で約２倍となっている。
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障害福祉関係分野職種における労働市場の動向（有効求人倍率と失業率の動向）

失業率
（全産業）
（右目盛）

有効求人倍率
（障害福祉関係分
野）

（左目盛）

有効求人倍率
（全職業）
（左目盛）

H18年 19年

○ 障害福祉サービス等従事者を含む関係職種の有効求人倍率は、全職種より高い水準で推移している。

有効求人倍率（障害福祉関係分野）と失業率
【平成18～令和２年／暦年別】

4.5 6.0

（倍）

【出典】厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省「労働力調査」に基づき社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課において作成。
注１）平成23年の数値は、東日本大震災の影響により補完的に推計した値。(実数は2015年国勢調査基準，比率は2005年国勢調査基準)
注２）障害福祉関係分野については、平成24年以前は「 社会福祉専門の職業」の有効求人倍率。

注３）障害福祉関係分野については、平成25年以降は「社会福祉の専門的職業」、「介護サービスの職業」の有効求人数及び有効求職者をそれぞれ合計し、
「有効求人数÷有効求職者数」で計算。
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※障害福祉の現場におけるハラスメントに関する調査研究（令和３年度障害者総合福祉推進事業） 91

ハラスメントに関する事業者向けマニュアル等について

○令和２年１月に「事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管
理上講ずべき措置等についての指針」が策定され、顧客等からの著しい迷惑行為に関し、事業者は相談
に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備や被害者への配慮、虐待防止のためのマニュアル作成
や研修の実施等が有効である旨が示された。

○これらの取組は、人材確保や定着のため、職員が安心して働くことのできる職場環境等の整備の観
点からも重要である。

○こうした背景を踏まえ、障害福祉の現場における利用者や家族等によるハラスメントの内容等を確認し
、事業者として取り組むべき対策などを示すことを目的に本調査研究を実施し、事業者向けマニュアル
及び職員向けリーフレットを制作。

サブタイトル：職員が安心して働ける職場作りのために

マニュアルの項目：

① なぜ利用者や家族等によるハラスメント対応の整備が求められ
るのか

② （職員からの相談の）受付から対応までの流れ
職員全員が理解しておくこと

③ 相談受付担当者の役割

④ 解決責任者の役割

⑤ 事業者内での協議の役割

⑥ 第三者委員、関係機関との連携

⑦ 分析と改善～ハラスメント対応を再発防止につなげる 等

サブタイトル：利用者・家族からハラスメントを受けたら、まずは
相談してください

リーフレットの項目：

① ハラスメントとはな行為を指すのか
～ハラスメントを受けたら、安心してどのよう相談しましょう～

② ハラスメントを受けたらどうすればよいか

～その場での対応、再発を防ぐための取組など～

③ 相談する際に整理して伝えると良いこと

行為の内容、直後の対応、心身への影響、対応方針など

④ ハラスメントを目撃したらどうするか

⑤ 外部相談窓口の紹介 等

事業者向けマニュアルの概要 職員向けリーフレットの概要

経緯


